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新型コロナウイルス感染症の流行を契機とした公共交通の利用者数の変化は大きいものの，その内訳で

ある変化の質は多様であると考えられる．そのような多様性を示すために，長期間の精緻な交通行動デー

タを用いることは有用である．そこで本研究では，鉄道駅改札通過データにおける個人単位の利用頻度の

情報を用いることで，総体的な鉄道利用の変化の内部に存在している，個人ごとに変わった，あるいは変

わらなかった習慣的な利用の状態を明らかにすることを目的とする．その結果，特に「変化なし」や「減

少」と表される人の中でも，個人によって変化の仕方は多様であり，性別や年齢層といった個人属性の違

いによってその傾向は異なることが示された． 
 

     Key Words: travel behavior analysis, IC card data, variation, habitude, COVID-19 
 
 
 
1. はじめに 
 
昨今の新型コロナウイルス感染症の流行が大きく影響

し，どの交通事業者も経営環境は大変厳しいものとなっ

ている．例えば鉄道の場合，2020年度の輸送人員につい

ては JR・大手私鉄とも，コロナ流行前のおよそ 2～4 割

の減少となっており，同年度の売上高については大手私

鉄であればおよそ 2～4 割，JR であればそれ以上の減少

となっている注 1) , 注 2)．こうしたインパクトによって，民

間主体であるわが国の公共交通事業は，根本的にビジネ

スとして成立しなくなっていく危険性がある．そのため，

各事業者とも交通サービスの見直しや経営面での構造改

革を迫られている． 

ただ，公共交通機関の利用者数が何割変化したといえ

ども，その内訳である変化の質は多様であると考えられ

る．例えば一つには，一時的な需要の変化が挙げられ，

政府が発出した緊急事態宣言を受けた行動の自粛や，入

国規制によるインバウンド需要の消失などに起因するも

のである．これは，今後種々の要請や規制が緩和される

と，戻ってくると考えられる需要である．反対に，恒久

的な需要の変化も挙げられ，例えばコロナ流行を機に変

わった働き方や，それに伴って転居したことなどに起因

するものである．これは，個人の生活様式が不可逆的に

変化してしまったため，戻りづらいと考えられる需要で

ある． 
こうした変化の質の詳細について，利用の変動や変化
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までは分からないという点で，これまでの交通行動調査

の様な，調査年のとある 1日という断面的な交通行動の

データを以てしては，その把握は難しい．一方で，近年

では IT を駆使した交通行動データの収集手法が発展し

ている．例えば，個人が所持するスマートフォンやGPS
ロガーを活用する手法，管理サーバに蓄積される種々の

カードの利用状況を活用する手法などが挙げられる．こ

れらは，個人ごとに長期間かつ精確にデータを取得でき， 
新型コロナウイルス感染症の流行を境とした，公共交通

機関の需要の変化の質を捉えることができるデータであ

ると考えられる． 
 
 
2. 本研究の位置付け 
 
(1) 既往研究の整理 

2020 年 3 月に，世界保健機関（WHO）が今般の新型

コロナウイルス感染症を「パンデミック」と表明して以

降，わが国以外にも世界各国で行動制限が行われた．故

に，それが公共交通機関に与えた影響を，ITによって取

得されたデータを用いた研究が，国内外を問わず多くな

されている． 
阿久津ら 1)は，働き方改革の推進や新型コロナウイル

ス感染症の拡大を背景にした，テレワークの急速な定着

と通勤行動の大きな変化に着目している．一方で，そう

した都市鉄道の需要の変化については，実行動に基づく

定量的な分析が少ない点を指摘している．そこで，改札

通過データと定期券情報を用いることで，変化を定常的

なものとコロナによるものに分解している他，エリア別

の利用頻度の変化を集計している．同様のデータを用い

て，橋本ら 2)は，利用者数や利用頻度の増減，定期利用

の変化，居住地・勤務地別の利用頻度の変化といった観

点で集計を行い，通勤行動の変化の実態を示している． 
また，公共交通利用に関する変化の定量的な表現とし

て，西内ら 3)は，IC カードデータを用いた生存時間分析

を行っている．具体的には，どのようなゾーン間 OD利

用者数，あるいはどのような利用者の利用頻度が，1 回

目の緊急事態宣言前の水準に戻り得るかという，利用特

性ごとに利用の回復の時間的な違いを示している． 
国外での研究例に目を向けると，Jenelius and Cebe-

cauer4)は，2020 年春という新型コロナウイルス感染症拡

大初期において，スウェーデンの主要 3都市における，

日ごとの公共交通機関の利用者数に対する変動を集計し

ている．その中で，30 日や 90 日といった長い期間の定

期券の利用が，特に大きく落ち込んでいたことを示して

いる． 
交通行動を表現するモデルという点では，Almlöf ら 5)

は，スマートカードの利用情報として得られる ODと，

スウェーデン統計局が公表しているエリア別の社会経済

要因（年齢，収入，教育水準，性別，住宅の種類，人口

密度，出身国，雇用水準）を組み合わせたデータを用い

ている．それをクラスター分析によって要約し，その後

利用減少の有無という二項ロジットモデルを用いること

で，感染拡大期において，利用者の社会経済状況による

利用の変化を調べている．また，Tan and Ma6)は，中国の

ソーシャルプラットフォームを活用した，個人属性や通

勤の状況，COVID-19 への認識などを問うた独自調査を

行っている．600 人を超える回答を得たそのデータを，

ロジスティック回帰モデルによって分析し，職業やコロ

ナ前の通勤手段，最寄り地下鉄駅までの徒歩の所要時間，

自家用車内での感染可能性，公共交通機関での感染可能

性といった要因が，コロナ拡大期における通勤者が鉄軌

道を選択する行動に有意に影響していることを示してい

る． 
 

(2) 目的 
既往研究より，長期間で精緻な交通行動データである

改札通過データを用いて，利用者数や利用頻度，その他

交通行動の変化・変動といった観点で，新型コロナウイ

ルス感染症の流行が及ぼす公共交通機関への影響が示さ

れている．また，それを補完する形で経済指標との組み

合わせや個人への調査を行い，交通行動の変化を表すモ

デリングを行っている．しかし，これらは利用者全体の

集計であることや，モデリングによるサンプルの平均的

な関係を調べており，どういった人がどの程度どのよう

に変化したのか，あるいは変化しなかったのかという変

化の詳細については，明らかにされていない． 
そこで本研究では，個人単位の利用頻度のデータを用

いることで，総体的な鉄道利用の変化の内部に存在して

いる，個人ごとに変わった，あるいは変わらなかった習

慣的な利用の状態を明らかにすることを目的とする．こ

れにより，鉄道利用が何割減ったという平均的な変化の

中でも，個人によって変化の仕方は多様であることが明

示されるという学術的意義があると考えられる．加えて，

そうした変化の詳細を知ることは，経営戦略やそれに係

るマーケティングといった面で，今後の都市交通サービ

スの持続に対して寄与することが挙げられ，実務的にも

意義を持つと考えられる． 
 
 
3. 改札通過データの集計 
 
本研究では，鉄道事業者から提供していただいた，都

心部と郊外部を結ぶ路線の中の，A駅における交通系 IC
カードの改札通過データを用いる．この駅は，都心部の

ターミナル駅から約 20km の郊外部に位置しており，他
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社線との乗り換え駅である．そして，昨今では交通系

IC カードの普及が進み，ほぼ全ての利用者が使用して

いることから，カード単位での改札通過データの履歴に

着目することにより，個人単位での利用実態やその変化

を把握できることが期待される． 
 
(1) 使用データの概要 

本研究で使用する A駅の改札通過データの概要を表-1 
にまとめる．提供いただいた改札通過データは，2019年
10 月 1 日から 31 日間（平日 21 日，土曜日 4 日，休日

（日曜日・祝日）6日）および 2020年 10月 1日から 31
日間 （平日 22日，土曜日 5日，休日 4日）に記録され

たものである．2020 年 10 月というのは，新型コロナウ

イルス感染症の第 2波と第 3波の感染拡大時期の間であ

り，緊急事態宣言の発令やまん延防止等重点措置の適用

がなされていなかった時期である．A 駅における期間中

の延べ乗降客数は，前者が 2,898,429人，後者が 2,348,715
人であった．  
本研究では，券種を「通勤定期」，「通学定期」， 

「定期外利用」，「その他」の 4つの区分により集計を

行う．このうち「定期外利用」とは，カードに入金し運

賃として使用している形態，「その他」とは，カードに

対応している 1日乗車券や敬老・福祉乗車証などの乗車

券のこととする．  
 

表-1 使用する改札通過データの概要 

 
 
(2) 対象サンプルの設定と区分 

習慣的な鉄道利用の変化を調べるため，対象サンプル

として，2019 年に定期利用だった人，かつ 2020 年にも

鉄道利用をしていた人に着目する．これに該当するサン

プルは 38,298人である． 
この利用者について，通勤や通学といった習慣的な利

用が行われると考えられる平日での利用頻度の変化量を

調べる．本研究では， 2019年10月と2020年10月では平

日の日数がそれぞれ 21 日，22 日と異なるため，ひと月

を週5日の平日が4週分あるものと捉え，両年とも20日
あたりの回数に換算した利用頻度を用いる．また，1 回

の乗車あるいは降車につき，利用頻度を 1回と数えるた

め，例えばA駅で週 5日乗車も降車もする人の利用頻度

は40回である．但し，両年ともに月換算利用頻度が8回
未満，すなわち2019年10月でも2020年10月でも，A駅

の利用頻度が週あたり 1回未満であった人が一定数存在

している．こうした利用者は，A 駅が定期券区間の途中

に位置し，不定期に途中下車するような利用者であるこ

とが考えられるため，以降の集計からは除外する． 
こうした利用頻度を各年でカテゴリーとして表すため

に，上記の月換算利用頻度が36回以上であれば「週5回
以上」，28 回以上 36 回未満であれば「週 4 回程度」，

20回以上 28回未満であれば「週 3回程度」，12回以上

20回未満であれば「週2回程度」，4回以上 12回未満で

あれば「週1回程度」，4回未満であれば「週1回未満」

と区分する．これらの区分に対して，個人ごとにカテゴ

リーの変化を調べ，2019 年に比べて 2020 年でのカテゴ

リーの方が多くなっていれば「増加」，両年で同じカテ

ゴリーならば「変化なし」，2019 年に比べて 2020 年で

のカテゴリーの方が少なくなっていれば「減少」に区分

する． 
この時点で区分されたサンプル数は，「増加」が

6,762人，「変化なし」が13,037人，「減少」が11,086人
であった．したがって，2019年に定期利用だった人のう

ち，半数程度は多かれ少なかれ利用頻度が減少している

といえる．ただ，このように集計される変化の内部は異

質であることが考えられるため，次節ではより細かく変

化を調べる． 
 
(3) 性・年齢層別の利用頻度の変化 

利用頻度の変化に関する詳細として，個人属性の観点

で集計を行う．具体的には，2019 年 10 月時点の情報で

ある性別や年齢ごとに集計を行い，各々の性別・年齢層

別に利用頻度の変化を示す．年齢層は 10 歳刻みとした

が，24 歳以下には学生も社会人も両方が含まれている

ため，2019 年 10 月に通勤定期か通学定期の利用によっ

て分けている．この集計を，図-1の各バブルチャートに

まとめる． 
はじめに，第 1章で述べたように，鉄道利用は一定数

減少したと言われているが，図-1で個人ごとの頻度を整

理すると，利用頻度の変化の中でも，特に「減少」した

サンプルを中心として，変化の程度が多様であることが

分かる．したがって，それまで利用していた人の利用全

てが一様に減少した，言い換えると平均的な変化がどの

個人にも起こったということではなく，人によって変化

したあるいはしなかったという区分があること，その中

でも多様な利用の変化が起こっているということが見て

取れる．こうした平均的ではない利用の変化を精緻に捉

えることができる点こそが，改札通過データを用いた集

計・分析手法として有用であり，特徴である． 
そして，多様な変化の大枠として，「変化なし」と

「減少」の区分に注目すると，年齢が高い層では，グラ

フの右下の方向に分布するサンプル数が相対的に小さく

記録項目 内容

日付 2019年10月1日～31日
2020年10月1日～31日

利用パターン 入場，出場
利用券種 通勤定期，通学定期，定期外，その他
利用時間帯 終日
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なっていること，すなわち，年齢の高低によって，「変

化なし」や「減少」に区分される人数の割合が明確に異

なることが窺える．計算すると，44 歳以下までは各

性・年齢層ともに，「変化なし」に区分される割合は概

ね 30～35%程度である一方で，45～54 歳・女性だと

38.9%，55～64歳・女性だと43.1%，65歳以上は男女とも

に 44.6%となっている． 
反対に，「減少」に区分される割合はこれとは逆の傾

向となっており，44 歳以下までは各性・年齢層ともに

概ね 50%前後である一方で，45～54歳・女性だと 45.1%， 
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図-1 性・年齢層別の利用頻度カテゴリーの変化 
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よってその傾向は異なることが示された．具体的には，

45～54 歳や 55～64 歳という同じ年代でも，男女によっ

て若干の違いがみられること，55～64 歳や 65 歳以上と

いった比較的年齢が高い人は，若干の減少も大幅な減少

もその中に占める割合が小さいこと，24 歳以下（通学

定期）は他の年代と比べて利用の大幅な減少が顕著なこ

とが挙げられる． 
こうした変化の違いは，男女による職種やその働き方

の違い，年齢による社会的立場の違いによるものが要因

として考えられる．これらは，既往研究でも列挙したよ

うな各種経済指標を組み合わせることや個人への調査を

行うことで，一定水準の把握は可能であり，本研究で明

らかにした変化の多様性への理解を深めるためには大い

に有用であると同時に，今後取り組むべき課題である．

加えて，新型コロナウイルス感染症の流行以前にも，少

子高齢化をはじめとする社会情勢の変化に伴う公共交通

の利用者数の変化は指摘されており 1), 7), 8)，これまでの定

常的な変化も考慮した集計・分析に今後取り組む予定で

ある． 
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NOTES 
注1) 大坂直樹：JR7 社の 2021 年 3 月期決算，鉄道ジャー

ナル，第 55 巻，第 8 号，pp.80-85，2021. 
注2) 大坂直樹：大手私鉄 2021年 3月期決算 構造改革は避

けられない，鉄道ジャーナル，第 55 巻，第 9 号，

pp.80-84，2021. 
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